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1.現行制度の概要
(1) ドメイン名紛争とは何か

ドメイン名は、インターネット上のコンピ

ュータを識別するための名前であり、いわば

インターネット上の住所表示として、 URL

(ウェプサイトのアドレス)やメールアドレ

スなどの一部分として使われている。それ

は、 Jレート(トップレベルドメイン)を頂点

とした階層構造を持っており、右から左へと

順に続く文字列を“."(ドット)で繋げた構

，成をとっている。このうち、トップレベルド

メインがJPからなるJPドメイン名(1)を管理

する株式会社日本レジストリサービス

(JPRS) (叫土、 2008年3月4日に、 JPドメイ

ン名の累計登録数が2008年3月1日時点で1

00万件を突破し、 1，003，285件になったと発
表した(3)。

コンビュータを識別する名前が重複する 戸

と、インターネット上で情報の混線が生じる

ので、それを避けるために、世界中のドメイ

ン名に対してはすべで一意性が担保されてい

る。すなわち、 100万件を超えるJPドメイジ

名ωについても、.1つのドメイン名に対して

登録を受けられる主体は lつだけである∞。

そして'、1つのドメイン名に対して複数の主

体が登録を希望した場合は、基本的には先願

主義によって優先劣後が決せられることにな
る(6)。

しかし、そうすると、他人の氏名や名称、 ー

あるいは他人が提供している商品やサービス

の名称について、当該他人(以下、商標主
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体(7)という)に先んじてドメイン登録を受

げ、高値での転売や借称を図る者が現れるこ

とになる。そのような典型的な悪しき登録

(サイパースクワッティング)については、

商標主体からの請求に応えてドメイン名登録

を移転したり削除したりすべきととは当然で，

あるが、商標主体同士の争いなど、現実には

登録者もまた当該下メイン名について一定の

正当な利益を有することが少なくない{九

こうして、希少資源としてのドメイン名の

分配をめぐる争い、すなわちドメイン名紛争

が生じることなる。本稿では、とのうちJP

ドメイン名の裁判外紛争解決に焦点を絞り、

実際の紛争解決 (裁定)例を通じてその手続

的 ・実体的な特徴と課題を検討する。

(2) JPドメイン名紛争処理手続

JPドメイン名に関する紛争解決規範とし

ては、裁判規範としての不正競争防止法の保

護規定 (不競法 2条 1項12号)のほか、裁判 、

外規範として、日本ネットワークインフォメ

ーションセンター(JPNIC)が定めた rJP

ドメイン名紛争処理方針(JP-DRP : Dis. 

pute Resolution Policy) (9) J カまある。 また、

JP'-DRPを補完する手続的な規範として、

rJPドメイン名紛争処理方針のための手続規
則(10)Jが定められている。そしてさらに昨

年、 JPNIC内に設置されたJP-DRP研究会

(早川吉尚座長)が、 JP-DRPの解釈指針(11) ー

を作成し公閉じている。

このlP-DRPに従った裁判外での紛争解決

のために、特別に置かれた制度が、 rJPドメ

イン名紛争処理手続」である。同手続による
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結論(パネルによる裁定)の前後を問わず、

紛争当事者は裁判所へ訴えることができる

が(12)、裁判と比較した場合のJPドメイン名

紛争処理手続の特徴を挙げるならば、次の3

点を指摘することができょう。すなわち、①

原則として審理が当事者からの提出書類のみ

に基づいて行われ、また申立人の救済手段が

ドメイン名の移転と登録取消しのみであり

(損害額の算定等が煩噴な)損害賠償は認め

られないという簡便性、②それゆえに申立か

ら最大でも55日以内に裁定結果が出されると

いう迅速性、③1件の申立について 1名パネ

ルによる審理問の場合にその手数料が18万
円にとどまるという低廉性である。

このように、"JPドメイン名紛争処理手続

はADRの一般的性質を備えているが、他の

さまざまなADRと比較した場合、同手続は

手続の被申立人、すなわちJPドメイン名の

登録者が手続に取り込まれる際の任意性に特

徴がある。 JPドメイン名登録者は、 JPRSか

らJPドメイン名の登録を受げる際に予め、

将来仮に第三者(商標主体等)から紛争解決

の申立があった場合にはJPNICによって認

定された紛争処理機関(具体的には、日本知

的財産仲裁センター(14)だけが認定されてい

る)が行う同手続に参加し、 (10日以内の提

訴をしない限り)パネルの下した裁定に従う

ことを承諾している“九つまり、紛争が生

じた後に紛争当事者が任意で合意をじて紛争ー

の解決を図るという「狭義のJADRとは異

なり、同手続においては一方当事者である登

録者が、 JPドメイン名の登録・保有・使用

権限と引き替えに、仮に将来紛争が生じた場

合にはJPドメイン名紛争処理手続の申立に

対して受けて立つことを、制度上強制されて

いるわけである(16)。このように、実際に登

録を担当した登録機関ではなく登録の有効性

や帰属等を相争う私人同士が紛争当事者とな

り、また登録者がそのような特殊な紛争解決

制度に巻き込まれることを強制されていると

いう手続構造は、登録商標の無効審判制度

(商標法46条参照)に類似したものである。

(3) 裁定例の全体的傾向

2000年10月の開始から2008年12月末までの
問、 JPドメイン名紛争処理手続には62件の
申立がなされた(17)。これら申立に対する裁

定のうち、ドメイン名の登録移転を命じるも

のが50件、登録取消しを命じるものが4件あ
り、これに対して申立が棄却された例はわず

かに 4件のみである(18)。また、移転または

取消しを命じる裁定を不服として、登録者が

裁判所に訴えた例が7件あるが、このうち裁

定結果が覆ったものは 1件(臼}のみであった。

このとおり、 JPドメイン名紛争処理手続

(およびその後の裁判手続)では、申立人

(商標主体等)へが勝利し、登録者が敗れる確

率が極めて高い(申立取下事件を除いても、

申立棄却率は4/58=6.9%)。特に、 2006年

6月に2例目の棄却裁定が下されるまでは、

その傾向が顕著であった(同1/46=2:2%)。

この傾向は、他のドメイン名紛争処理手続と

比較すると、 JP~DRPに固有のものであると

までは言えないまでも、際立つ特徴と指摘で

きょう (20)。

JP-DRPの制定に際じては、国際的な動き

と歩調を合わせるという考えから、 ICANN

が1999年10月に定めた「統一ドメイン名紛争
処理手続 (UDRP: Uniform DRP)附」が

実体と手続の両面についてモデルとされた。

それにもかかわらず、 JPドメイン名紛争処

理手続における申立棄却率が(相対的にも)

低くとどまっていることについては、その後

この理由を分析する研究開が現れた。それ

によって明らかにされたのは、 JP-DRPに

e は、 UDRPから文字としては若干の、しかし

意味としては大きな変更が加えられてお

り聞にこの変更によりUDRPが前提とする

「ミニマル・アプローチ」、すなわち典型的な

サイパースクワッティング型紛争のみを対象

に登録の取消と移転を認め、その他の紛争形

態については申立を棄却して爾後の裁判によ

る最終的・公権的な紛争解決に委ねるという

制度本来の建て付砂が、 JP-DRPでは揺らい

でいるという事実であった仰}。
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もっとも、先に述べたとおり、上記研究の

成果が公にされた2006年の後半以降、 JPド
メイン名紛争処理手続におげる申立棄却率は

若干上昇している。そとで次節では、本稿執

筆時点における最も新しい棄却例であり、ま

たその裁定文においてミニマム・アプローチ

への回帰が強く打ち出されている点で特徴的，

なALFAROMEO，JP事件を紹介し、若干の
検討を加える。

ヨ.ALFAROMEO事件の検討
(1) 事案の概要

申立人X(フィアット・グループ・オート
モービルズ・エス・ピー・エー)は、イタリ

アに住所を有する法人であり、「アルファロ

j オ」プランドの自動車を製造し、日本法人

である子会社を通じてわが国でも販売してい

る。ぷた、 rALFAROMEOJ商標および
「アルファロメオ」商標に関する、わが国に

おける登録商標権者でもある。

登録者y (有限会社ネパーランド)は、か

つて三重県に住所を有していた日本の会社で

あり、 1999年に rALF AROMEO.JP Jにつ
いて、また2001年に一rALF AROMEO.CO. 
JPJについて、それぞれドメイン名登録を

受げた(以下、これらのJPドメイン名をあ
わせて本件ドメイン名という)。

そこでXはYに対して、 2008年9月に、 JP
ドメイン名紛争処理手続により、本件ドメイ

ン名の移転を請求した(以下、本件申立とい

!う)。なお、 Yは、本件申立の時点では既に

解散と精算結了を経た法人であるが{問、そ

の後本件申立の時点までに本件ド〆イン名の

登録名義は変更されていなし~(26)。

(2) 裁定(詰求棄却)

1) JP-DRPの基本的な解釈適用のあり方

について

「本来、先登録の順のみをもって株式会社

日本レジストリサービスによるJPドメイン
名登録を契約に基づいて受けることができる

というドメイン名登録の基本的性格からし

て、商標権者と雄も、著名性の有無に拘わら

ず、当該ドメイン名登録よりも先行する商標

権を有するということによってのみ登録者の

ドメイン名の登録移転や取消しをなしうると

いうのでは、インターネット上における自由

な活動の基本的リソースであるドメイン名登

録のあり方を著しく制限するととになり、ひ

いてはインターネット社会の発展を妨げかね

ない。」

「確かに、ドメイン名の有する一定の標識

的機能において商標権者の有する利益との間

で不正な競業的意味を有するような登録や使

用がなされるならば、これは極めて明らかな

不正な競業行為とし士制約されねばならな

い。そして、この判断において商標権者の有

する商標が著名性を有するという事情が、当

該ドメイン名登録者に関係する『権利または

正当な利益を有していないこと』や『不正の

目的で』当該ドメイン名の登録または使用を

疑わしめる前提事情として考慮に値する，もの

であることは否定しえない(27)。しかしなが

ら、当該ドメイン名の移転または取消しを申

立る(原文ママ)商標権者の側は、そのよう

な自らの商標の著名性が、如何にして相手方

であるドメイン名登録者の作為または不作為

において当該ドメイン名登録者に関係する

『権利または正当な利益を有していないこと』

や『不正の目的で』当該ドメイン名の登録ま

たは使用と具体的に結びついているのがとい

うことを摘示して、 JPドメイン名紛争処理
方針第4条a聞及びb附の要件を満たすだ

砂の事実を充分に主張立証しない限り.は、当

該ドメイン名登録における先登録ペースで成

り立っている秩序を軽々しく覆すことはでき

ないのである。即ちょ定型的にサイパースク，

ワッティング(ドメイン名不法占拠行為)と

して判断し得る行為に迅速に対処することが

本件紛争処理方針及び手続規則の解釈適用で

は重要であり、，事案の慎重な検討なくして判

明しえないようなハードケースについては、

標識法的規制の観点から、不正競争防止法第

2条1項12号に基づく訴訟手続に委ねている
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のである。J

r .....・-当該ドメイン名について登録者平お

ける登録または使用の具体的態様が『不正の

目的(不正の利益を得る目的、他人に損害を

加える目的その他の、不正の目的).1を有する

、場合という.のは、上記のような同方針の基本

的な趣旨に立ち帰れば、不正競争防止法第2

条l項12号の場合と比較してもおのずとより

謙抑的に解釈適用されねばならない。即ち登

録者によるJPドメイン名紛争処理方針第2
条 C(30)における登録者自身の告知義務を意

図的に潜脱するような場合に等しいドメイン

名登録者による当該ドメイン名の登録または

使用が現状においであるならば、当該ドメイ

ン名登録者によるドメイン名の先登録や使用

も第三者の商標権に優るべきではないと考え

ることが合理的であり、同登録者が不正行為

を犯した結果としてドメイン名に関する権利

を失うこともまた止むを得ない現状があると

考えられる場合に限り、その不正な目的での

ドメイン名の登録または使用は排除してもよ

いが、それ以上のことはありえない。これは

いいかえれば、単に商標権が、あるとか、当該

商標が著名であるということだげによって商

標権者側を保護するというものではないとい

うことでもある。この点において、 JPドメ
イン名紛争処理方針a項及びb項ば、著名商

標の保護を優先する考え方をそのまま直に受

け入れるものではないことに、商標権者の側

からち正しい注意が向けられねばならない。」

「そうすると、 JPドメイン名紛争処理方針
(筆者注:4条)b項でいう『ただし、これ

らの事情に限定されない。』という文言につ

いても、商標権者の側の利益のみを考慮して

広く『不正の目的』を解釈適用することは許

されず、当該ドメイン名登録者の側におげる

答弁の内容、 、そこでの弁明において主張立証

される事実や事情についても総合的かつ慎重

に勘案した土で、真に当該ドメイン名の登録

または使用が商標権者の有すべき利益との間

で『不正の目的(不正の利益を得る目的、他

人に損害を加える目的その他の不正の目的).1

を有するといえる事実・事情がある場合に限

って、厳格に解釈適用されねばならないとい

うべきである。そのため、当該ドメイン名の

『登録または使用』についてf不正の目的』

ありと断じるためには、 JPドメイン名紛争
処理方針(筆者注:4条) b項(i)から(i時にお

いて摘示されたような『使用されている』事

実や『登録がある」という事実にほぽ匹敵す

るだけの具体的事実が当該ドメイン名登録者

の現状において見当たらないままに、この列

挙された類型的事実以外によって rr正の目

的』が存在すると判断することは、 JPドメ
イン名紛争処理方針本来の趣旨を没却するも

のといわざるをえない。」

2)本件へのあてはめについて

JP-'DRP4条a項に定められた取消・移転
要件のうち、(i)本件ドメイン名とXの商標の

類似性、および(ii)Yが本件ドメイン名に関係
する権利または正当な利益を有していないこ

とは、いずれも肯定される。そこで、同ω
「ドメイン名が、不正の目的で登録または使

用されていること」が問題となるが、このう

ち「使用」については、本件ドメイY名は現
在使用されている旨の主張立証がない(31)。

したがフて、あとは、本件ドメイン名の

「登録」に際してYに不正目的があったかど

うかが問題となるところ、 rxにおいては従
来Ii'ALFAROMEO -JP.COM.oとのgTLD
ベースでのドメイン名を登録・使用して何ら

の問題なくその日本にお砂る営業を日本子会

社によって行ってきたものの、、イタリア本社

の方針変更によってccTLDベースでのドメ
イン名を各国子会社に登録させて使用すると

いうことが2008年7月ころに決まったため

に、急速本件各ドメイン名の登録をしよラと

したところ、そこで初めて本件各ドメイン名

がYの登録にかかっていたことを知り、慌て，

て譲渡交渉に及んだのであり、個人的関心・

興味を理由に譲渡を断ったYに対して、 JPド
メイン名紛争処理方針4条b(ii)などにおげる

いかなる『不正の目的』がありうるのかとい

うことについての明確な事実の確認もないま

まに(例えば、本件登録者が rALFAR-
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OMEOJばかりでなく、申立人が日本へ輸
入販売する他の自動車プランド [rFIATJ
等]についても複数のドメイン名登録を有し

ているような事情など。(事例略))、本件各

ドメイン名をXが至急利用する必要があると

Jいうところのみを強調してYに対して譲渡を

迫っていた……。このような事実に鑑みる

と、 Xによる本件各ドメイン名の登録自体に

ついては、未だXによる『商標その他表示を

ドメイン名として使用できないように妨害す

るために登録し』たものであることを裏付げ

る事実が、本紛争処理手続申立の時点におい

ても適切に主張立証されたとはいえず、これ

を理由に本件各ドメイン名の登録について

r不正の目的』を認めることはできない。」

rJPドメイン名紛争処理方針4条b本文但
書においては、『不正の目的』を認める事情

としては同条b(i)から(iサに列挙されたものに

限定されないとしている。しかじ、このよう

な r不正の目的』を認めることができる他の

r事情』というものが厳格に解釈適用されね

ばならないことは、 ]Pドメイン名紛争処理
方針におけるミニマルーアプローチ…の考え

方の重要性について既に述べたところからも

明らかである。……列挙された以外の事実と

して『不正の目的』を認めるということも許

されねばならない場合があろう……(が)、

そのような場合であっても、やはりますすP

ドメイン名紛争処理方針4条b(i)からωに示
されるのに準じる程度に、登録のみであって

も r不正の目的』を認定するような類型的事

実に匹敵するだげの不正競争的な事情が登録

者について認められるかどうかについては、

極めて慎重な検討が必要である。」

「本件おいては既に述べたように、 Yにお

いて1"ALF AROMEO.CO.]P Jにつき『商
業上の利得を得る目的』でインターネット上

のユーザーを誘引するような『不正の目的』

をもった使用が過去になされたやに疑われか

ねない事実や、本紛争処理手続申立時点にお

いてYが清算を結了した法人であり実質的に

は個人経営とみられるというようなことはあ

るものの、それ以外にYあるいはYを実質的

に経営している個人においても、本件各ドメ

イン名の先登録の地位を取り上げられるべき

何らかの『不正な目的』、即ちXの『事業を

混乱させることを主たる目的』や『商標その

他表示をドメイン名として使用できないよう

に妨害するために登録し』ようとする目的の

ようなものに匹敵する「不正の目的』があっ

たというべき明白な事実の主張立証は未だ充

分であるとは言えない。従って、この点にお

いてもまた『不正の目的』をもって本件各ド

メイン名が登録されているとは認定できな

lt~oJ 

「以上に照らして、本件紛争処理手続にお

砂る紛争処理パネルは、 Yによって登録され

たドメイン名IrALF AROMEO.JPJ及び
r ALF AROMEO.CO.]P JがXの商標その他
表示と混同を引き起こすほど類似しており、

Yはドメイン名について権利文は正当な利益

を有していないとは認められるものの、 Yの

ドメイン名が不正の目的で登録され又は使用

されているとは認められないとの結論に至っ

た。」

(3) 検討

本件は、 ALFAROMEOという、おそら
く自動車の愛好家以外にもかなり知られた商

標の商標権者と、同商標について何ら権利や

正当な利益を有しない登録者の間でドメイン

名の帰属が争われ、後者が勝利した珍しい事t

例である。裁定を下すにあたってパネルは、

悪性の高いサイパースクワッティングから迅

速に商標主体を救済することがJPドメイン
名紛争処理手続の目的であり、本件のような

その他のハードケースについては訴訟手続に

委ねているという点を強調する。このような

ミニマル・アプローチの建前が裁定例におい

'てここまで明確に唱われたことは、これまで

おそらく例がない。

先にも述べたとおり、 JP-DRPが範とした
UDRPでは、登録時と使用時の両方において
悪意がないとドメイン名の移転・取消しは認

められないから、本件のように登録者がドメ

イン名を使用していない場合には、登録時の
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主観を問うまでもなく請求は棄却されること

になる。しかし、 JP-DRPでは登録時だけに

不正目的があっても移転・取消しが認めら

れ、しかも本件申立人ほど知られた商標であ

れば、登録者にそのような他人の周知商標を

一部に含むドメイン名を使用すべき必然性

(つまり正当な利益)がないことから、従来

は申立人がさほどの立証をしなくても不正目

的での登録が認定されてきた(32)。

これに対して本裁定では、登録時の不正目

的に関する立証をかなり厳格に求めている。

何しろ、 YほXや、 Xの製造するアルフアロ

メオ車とは何らの関係もなく、 Y代表者の個

人的な興味・関心を理由としてALFAR-

OMEO.JPという本件ドメイン名を登録した

フリーライダーであるから、本件ドメイン名

に関する使用の正統性を仮に相対比較するな

らば、当然にXの方に分がある事案である。

それにも拘わらず本裁定が、 Xの申立を棄却

したのは、ひとえにパネルが採った謙抑的な

JP-DRP解釈姿勢に尽きょう。そして、先に

見たとおり、 UDRPを範としたという JP-

DRP成立の由来はもちろんのこと、書面に

よる 1回限りの主張攻防という手続の簡便性

や、また裁判所への出訴を妨げないという裁

定の効力など、一制度全体の建て付げに鑑みて

も、実体的な要件に関するこのような謙抑的

運用は、制度本来の趣旨に適合しているよう

に思われる。

また殊に、本裁定で結論を導く決め手とな

ったJP-DRP4条a項ωについて述べれば、
そのテキスト解釈という観点からも、本裁定

の立場は首肯しうるものである。というの

も、登録者が当該ドメイン名を使用する必然

性がないといった客観的事情は、すでにJP-

DRP4条a項(ii)に定める登録者の「権利ま

たは正統な利益」の存否という要件で考慮済

みだからである。同要件に重ねて、再度同項

GiOに定める不正目的要件で、登録者の当該ド
メイン名使用の客観的な必然性を問責するな

らば、(ii)とωの相互関係を整合的に位置づけ
ることが困難となる。そうであれば、 Gjj)は(ii)

とは異なり、あくまで主観的な悪性(たとえ

ぱ、 JP-DRP4条b項に例示列挙された、高

値転売や事業混乱といった害意など)を問う

要件として解釈されるべきであろう。そうし

た立場からは、登録者に当該ドメイン名に関

する権利や正当な利益がないとされた本件に

おいてJしかし登録時に害意相当の不正目的
まではなかったと認定されたことも、決して

驚きではない。

さらに、実質的に考えても、本裁定の前後

を問わずXはALFAROMEO-JP.COMとい

う非JPドメイン名によって日本の顧客に日

本語で情報を提供できている(インターネッ

トの世界から退場を迫られるわけではない)

ことや、また逆に、 Yが今後正当な目的で本

件ドメイン名を使用開始する余地(たとえ

ば、アルファロメオ車の修理や中古車販売の

ためのウェプサイト開設や、そのような事業

者への正当価格でのドメイン名転売)がある

ことを併せ考えると、本裁定は事案の解決と

しても妥当なものであろう。

広く知られた商標権者が、ドメイン名を使

用すらしていない登録者に敗れた、という表

面的な結論から受げる印象とは裏腹に、本裁

定は、制度本来の趣旨との適合性、テキスト

解釈、実質的妥当性といういずれの観点、から

も、是認されるものである戸本裁定を契機と

して、商標権者等の保護という標識法的運用

から、サイパースクワッティング紛争の簡易

迅速な解決へ、という運用の変化がさらに一

般化するのか、注目したい。

注

(1) トップレベルドメインには、国別のもの

(ccTLD)と、固とは関係のない一般的な属'性の

もの (gTLD:.com、.net、.orgなど)がある。こ

のうち、日本に割り当てられているccTLDがJPド

メイン(.JP)である。

(2) ドメイン名について全世界的に調整(トップ

レベルドメインの新設やドメイン名に関する世界

的な方針の調整・策定など)する機関である

ICANN (The Internet Corporation for Assigned 

Names and Numbers)との契約で、国別ドメイ

ン名 (ccTLD)の1つであるJPドメイン名の登録

管理業務を委任されている。具体的には、指定事
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業者 (JPRSとの契約に基づき、ドメイン名登録者

に対しドメイン名の登録・管理に関する窓口サー

ピスを提供している事業者であり、多数存在する)

からのドメイン名に関する各種申請を受げ、 JPド

メイン名登録管理データベースに登録する業務の

ほか、 JPドメイン名のネームサ}パの逮用管理を

行っている。

(3) JPドメイン名の登録管理が、 I当初の担当主体

であるJPNICからJPRSへと移管された2001年 2

月時点、でのJP~-メイン名登録数は約24万件だった

が、 2003年には50万件を超え、それから約5年で

100万件突破したことになる。

(4) JPドメイン名は、次の 3つの種類に大別され

る。①汎用JPドメイン名は、個人でも組織でも、

日本に住所があれば誰でも登録できるJPドメイン

名であり、登録できるドメイン名の数に制限はな

い(漢字やひらがななどを用いた日本語ドメイン

名も登録できる)。②属性型JPドメイン名は、 CO.

JP (企業)、 AC.JP(大学等)など、組織の種別
ごとに区別されたドメイン名であり、 1つの組織

が登録できるドメイン名は1つだげである。@地

域型JPドメイン名は、 CHIYODA.TOKYO.JPの

ように、市区町村名と都道府県名で構成されたド

メイン名であり、個人でも登録できるが、 1つの

組織 ・個人が登録できるドメイン名は 1つだげで

ある。なお、属性型や地域型のJPドメイン名を持

つ者も、さらに汎用JPドメイン名の登録を受げる

ことができる。

(5)逆に、 1つの主体が複数のドメイン名を取得
することは、汎用JPドメイン名に限り可能である

(前掲注(4)参照)。かつてはJPドメイン名の種類を

問わず1組織1ドメインの原則が採られていたが、

方針が変更された。

(6) JPNIC r属性型(組織種別型)・地域型JPド

メイン名登録等に関する規則J 7条、同「汎用JP

ドメイン名登録等に関する規則J 9条。

(7)典型的には、登録商標権者であるが、不正競

争防止法 (2条1項1号、 2号)による保護をう

砂る商品等表示(同1号括弧書参照)の主体も含

まれる。ただしL ドメイン名は言語によってしか

構成されないから、商品等表示のうち氏名、商号、

文字商擦の主体のみが紛争の対象となる。

(8) 実際の紛争形態としては、①悪意のドメイン
名登録者vs.溜標主体、@ドメイン名登録者vs.悪意

の商標主体、@ドメイン名登録を受けた商標主体

vs.受けていない商標主体、という 3類型が考えら

れ、 .とりわ砂処理が困難なのは③の類型である。

(9) http://www.nic.ad.jp/doc/jpnic -01060.html 

(2009年4月1日最終閲覧、以下URLについて同

じ)。知的財産法を中心とした専門家による検討を

経て、 2000年10月から実施され、さらに2007年6

月から改訂版が実施されている。

UO) http://www.hic.ad.jp/doc/jpnic-01061.html 
帥 rJp-DRP解説J-(2008年3月)0 http://www. 

nic.ad.jp/ja/drp/JP-DRPguide.pdf 

ω 申立人(商標主体等)はもちろん、登録者も、
裁判所で争う途が認められている。た とえば、パ

ネルの裁定がドメイ ン名の移転や取消しであった

としても、 裁定結果を紛争処理機闘が登録機関

(JPRS)に通知した後10日聞はその実行が保留さ

れよその間に(JPドメイン名紛争処理手続で敗れ

た)登録者は出訴することが可能である(JP-

DRP第4条k項)。ここで登録者は、不正競争防止

法2条1項12号の定める不正競争がないととの確

認訴訟を提起することになる。

ωパネルは、当事者の選択により、 1名または
3名の裁定人(パネリスト)から構成される。当

事者の少なくとも一方が希望すれば3名の裁定人

が就き、多数決で裁定が下される。

ω同センターに改称する前の工業所有権仲裁セ
ンターは、 2000年10月にJPドメイン名紛争処理手

続業務を開始した。その名称との関係では、ドメ

イン名紛争が知的財産に関する紛争として把握さ

れていること(同センターは日本弁護士連合会と

日本弁理士会の共同で設立された)、およびJPド

メイン名紛争処理手続がパネルの裁定に拘束力を

付与していないので本来の意味での仲裁とは異な

る制度であることに注意を要する。。5) 具体的には、 JP-DRPは、 JPRSへのJPドメ
イン名登録者が登録時の契約によって受け入れた

「属性型(組織種別型)・地域型JPドメイン名登録

等に関する規則」の29条の 2と31条(6)、および

「汎用JPドメイン名登録等に関する規則」の25条

の2と29条(6)から参照されることにより、これら

登録規則の一部に組み込まれ、登録者を拘束する

ことになる。

(16) もっとも、例えば「裁判外紛争解決手続の利

用の促進に関する法律」が、 ADRを「訴訟手続に
よらずに民事上の紛争の解決をしようとする紛争

の当事者のため、公正な第三者が関与して、その

解決を図る手続J(1条括弧書〕と定義するとお

り、日本知的財産仲裁センターのパネルが関与す

るJPドメイン名紛争処理手続も、「広義のJADR 

には含まれることになる。

仰 JPNICウェプサイト「申立一覧J (http:// 

www.nic.ad.jp/ja/drp/list/all.htmI)。その後、.
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2009年4月2日に2件の申立があり、現在も係属

中である。

ω 向上。残る 4件は申立が取り下げられたため、
裁定が下されなかった。

U9) 東京地判平成14年 7月15日判時1796号145頁

(MP3.CO.JP事件)。

側例えば、 gTLDに関する紛争処理機関である

WIPO仲裁調停センターでの、 1999年の運用開始

から2009年3月末までの聞における結論の割合は、

登録移転が9，342件、登録取消しが3，506件、申立

棄却が1，632件であり、棄却率は11.3%である(向

センターのウ、エプサイト (http://wWw.wipo.int/
amc/ en/ domains/ statistics/outcome.jsp)参照)。

ωgTLD (前掲注(1)参照)を対象としたドメイ

ン名紛争処理手続。 http://www.icann.org/en/ 

udrp/udtp-policy-24oct99.h加

ω~) JP-DRP裁定例検討専門家チーム rJp-DRP

裁定例検討最終報告書J (JPNIC、2006年)。

ω) その最も大きなものは、申立人がJPドメイン
名紛争処理手続の申立をする際に立証を要する事

項として、 UDRPは登録者のドメイン名が 「悪意

(in had. faith) Jで「登録かつ使用」されているこ

とを挙げる (UDRP4.a.Gii))のに対して、 JP-DRP

は「不正の目的Jで「登録または使用」されてい

ることを挙げる(JP-DRP4条a項削)といラ点

にある(下線筆者)。つまりJP-DRPでは、申立人

は、登録者が登録時と使用時のいずれか一方での

主観的悪性を証すれば足りる(特に登録後に不正

目的での使用に転じた場合でも申立が認められる)

ので、雨時点?での悪性を要件とするUDRPよりも

勝利する確率が高くなるのである。それを示す典

型例として、 GOO.CO.JP事件(JP2000-0002)が

ある(登録者によるドメイン名登録後に、申立人

が商標使用を開始した事例で、登録時には(当然

に)不正目的はないが、使用時に不正目的がある

としてドメイン名の移転が認められた)。

凶前掲注ωJP-DRP裁定例検討専門家チーム

rJp-DRP裁定例検討最終報告書J 2 -5頁参照

(早川吉尚執筆)。

(25) Xの主張によれば、 2004年の社員総会により

解散、 2006年に精算結了。

邸) このため実は、既に法人格を失ったYの被申

立適格が問題となりうるところであるが、.yは精
算の前後を問わず実質的には個人経営であったた

めか、 Xy双方ともにこの点を争っていないので、

本稿でも検討対象から除外する。なお登録者が死

亡または法人格を喪失した場合であっても、登録

料が支払われている限り、 JPRSがその事実を覚知

する制度上の術は用意されだいない。

印)参照、 JP-DRP4条a項「第三者(以下「申

立人」という)から、手続規則に従って紛争処理

機関に対し、以下の申立があったときには、 登録

者はこのJPドメイン名紛争処理手続に従うものと

する。(j)登録者のドメイン名が、申立入が権利ま

たは正当な利益を有する商標その他表示と同ーま

たは混同を引き起こすほど類似していること、 (ii)

登録者が、当該ドメイン名に関係する権利または

正当な利益を有していないこと、 Gii)登録者の当該

ドメイン名が、不正の目的で登録または使用され

ていること。このJPドメイン名紛争処理手続にお

いて、申立人はこれら 3項目のすべてを立証しな

げればならない。」

側向上。

ω1) JP-DRP4条b項「紛争処理機関のパネゾレが、

本条a項uii)号の事実の存否を認定するに際し、特
に以下のような事情がある場合には、当該ドメイ

ン名の登録または使用は、不正の目的であると認

めなげればならない。ただし、これらの事情に限

定されない。(i)登録者が、申立人または申立人の

競業者に対して、当該ドメイン名に直接かかった

金額(書面で確認できる金額}を超える対価を得

るために、当該ドメイン名を飯売、貸与または移

転することを主たる目的として、当該ドメイン名

を登録または取得しているとき、(jj)申立人が権利

を有する商標その他表示をドメ，イン名とじて使用

できないように妨害するために、釜録者が当該ド

メイン名を霊堂録し、当該登録者がそのような妨害

行為を複数回行っているとき、帥愛録者が、競業

者の事業を混乱させることを主たる目的として、

当該ドメイン名を登録しているとき、 ω登録者が、
商業上の利得を得る目的で、そのウェプサイトも

しくはその他のオンラインロケーション、または ι

それらに登場する商品およびサービスの出所、ス

ポンサーシツプ、取引提携関係、推奨関係などに

ついて誤認混同を生せ.しめることを意図して、イ

ンターネット上のユーザーを、そのウェプサイト、

またはその他のオンラインロケーションに誘引す

るために、当該ドメイン名を使用しているとき。」

側 JP-DRP2条c項「登録者は、ドメイン名の

登録申請に際し、またはその維持・更新にあたり、

JPRSに対し以下のことを告知する。 H ・H ・(c)不正の

目的(不正の利益を得る目的、他人に損害を加え

る目的その他の不正の目的をいう。以下同じ。)

で、当該ドメイン名を萱録または使用していない

こと…・・上記…・・の事項が事実でなかった場合、

受録者は本方針に従って当該ドメイン名登録の移
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転または取消を受げる場合があるととに同意す

る。」

(3U Xからは、本{牛ドメイン名のうちALFAR
OMEO.CO.JPが、、過去にメ....:.)レサービスとして使

用されていたことの主張じかなされていない。な

お、、本稿執筆時点でも、本件ドメイン名を用いた

URL (http://www.alfaromeo.jpおよびhttp://
www.alfaromeo.co.jp)によって何らかのウェプ

サイトを表示することはできない。

(32) JR-DRP.4条a項(ii)の正当利益要件と、同GiO
の不正目的要件が、従来きちんと区別される ζと

なく運用されてきたことについて、参照、前掲注

仰:)JP-DRP裁定例検討専門家チーム rJP-DRP裁

定例検討最終報告書J38-41頁(早川吉尚執筆)。

また、“両要件の主張立証責任に関するこれまでの

，運用について、 参照、同書61頁(金子宏直執筆)。


